








































































































































































































































































































関数（W = U1 ・ U2 ・・・ Un）は，社会の構成員の効用格差が小さいことがより大
きな社会厚生をもたらすタイプの関数であり，公平の観点からはベンサム型よ
り望ましい社会厚生関数といえる。もっとも不遇な（貧しい）人々の厚生の増
大に焦点を当てたロールズの分配理論W = min {U1, U2, ・・・ Un)は，二家計効用






































































































































































































































































で表現しよう。さらに，その選択肢のなかで，彼が例えば a ∈ Aをとるとき，
どのような結果が生じるかは，「自然の状態」の実現値 qに依存するものと仮
定しよう。すると，行動 aは，自然の状態が q, q1, q2, ・・・ であるときにはそれ
ぞれ a (q), a (q1), a (q2), ・・・ が発生するという規則によって定義される関数 a : Θ 
→ C ということになる。この関数の定義域は自然状態の集合 Θ，値域は結果
の集合Cということになる。
　この自然状態の実現値について，我々はある種の確率的判断を持つことがで
きる。各々の自然状態が生起する確率 p (q) {p (q) ≧ 0, ∑p (q) = 1}に関して，意
思決定者は主観的な確率を形成する。そこでは，意思決定者は，行動 a ∈ Aを











での選択問題にほかならない。ここでは，結果 cを確率１で生むもの {[c, c; p, 
1 − p] = c}は，{[c, c′; 1, 0] = c}でもって別表現されるため，これらのプロスペ
クトは結果 cと同一視しても差し支えないことになる。このプロスペクトの概
念を拡張すると，複合プロスペクトの概念に行きつく。いま，結果cを確率p (c)
で生む単純プロスペクトをL (c)，結果 c’を確率 p (c′) で生む単純プロスペクト
をL (c′) とすると，複合プロスペクトL※は，
 L※ = [c, c′, ・・・, L, L’, ・・・; p (c), p (c′), ・・・, p (L), p (L′), ・・・] （2）
というかたちで表記できる。
　この複合プロスペクトは一見複雑な集合に見えるが，比較的簡単に単純プロ
スペクトに還元できる。二つの単純プロスペクトL1 = (c, c′; q, 1 − q)，L2 = (c, c′; 
r, 1 − r) から成る複合プロスペクトL = [L1, L2; p, 1 − p] は，L1と L2の第一次抽
選と c と c′という第二次抽選が確率的に独立ならば，結果 cおよび c′の究極
的な実現確率は，それぞれ
 pq + (1 − p) r, p (1 − q) + (1 − p) (1 − r) （3）
になる（確率の乗法定理）。したがって，この定理を用いれば，上の複合プロ
スペクトは，単純プロスペクト




は，消費者（＝意思決定者）は，任意のプロスペクトL1, L2 ∈ ℒに対して，「L1 
≳ L2 ⇔ 消費者はL1を L2より選好するか，両者を無差別であると考える」と
いう完備性の条件を充たす ℒ上の選好関係（≳）を持つことになる。期待効
用定理は，プロスペクトの集合 ℒ上の選好関係が，よく知られた完備性，反
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射性，推移性などの一群の合理性公理を満たす時，結果の集合 C上の実数値
効用関数 u : C → Rが存在し，任意の二つのプロスペクトL1, L2 ∈ ℒに対して，
 L1 ≳ L2 ⇔ ∑p1 (c) u (c) ≧ ∑p2 (c) u (c) （5）
が成立することを明らかにしている。ここで，pi (c) は，プロスペクトLi が結
果 cを生む確率であり，したがって任意のプロスペクの「効用」は，それが生
む結果の効用 cの期待値ということになる。不確実性の下での最適な選好行動
a※ ∈ Aとは，この期待値を最大にする選好であり，任意の選好行動 a ∈ Aに
対して，



















































































会を不確実性モデルで表現しよう。すなわち，標本空間 Ω {1, 2, ・・・, n}におい
て，社会の在り方は多彩なステートに依存して決定されると考えるのである。
ついで，このステートを大きく２群に振り分けよう。すなわち，第一群を基本
財に関わるステートの集合 P（ステート 1, 2, ・・・, i），第二群を基本財以外の




































































る利得を v1j, v2j, ・・・, vmj，その最小値をmj，最大値をMj としたとき，次式で
与えられる指数Hj を最大にする行為を選択せよという規準である。
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 Hj = amj + (1 − a) Mj （7）
なお，ここで aは０と１の間にある定数であり，一見して明らかのように，










状況を観察し，確率 g (0 < g < 1) を用いて適当に効率と公平のバランスをとる
ことが可能になる。イベント集合Qで期待効用最大化が認められる場合には，
 W = l {const. (min∑aiUi (xi)}
  + (1 − l) {maxE (g (U1 (x1), ・・・, Ui (xi), ・・・, Um (xm)} （8）
　また，イベント集合Qでハーヴィッツの基準が採用される場合には，
 W = l {const. (min∑aiUi (xi)}































格の組（X, p）は，（ア）その配分が実行可能であり（∑Xi = ∑Wi，総重要＝総供給），かつ（イ）
各経済主体が彼の予算制約のなかで効用最大化を行っているとき（p・X ′i > p・Wi），ワルラス均
衡になるが，この（X, p）がワルラス均衡であれば，このときのXはパレート効率的である（厚
生経済学の第一定理）。もしそうでなく，すべての経済主体がXよりも選好する実行可能な配分
X ′があると仮定しよう。すると，ワルラス均衡の性質（イ）より，p・X ′i > p・Wi, i = 1, 2, ・・・, n
となる。これを加算し，実行可能性の定義を用いると，p・∑Wi = p・∑X ′i > p・∑Wi を得るが，こ
れはワルラス均衡の定義と矛盾する。





えてみよう。経済主体 i が qi 時間働くと，彼は aiqi の量の労働を提供すると仮定する。これに対
し，経済主体 j も同じ量の労働を提供するとしよう。すると，経済主体 i は経済主体 j の ai/aj 倍
の労働成果をあげることになる。この場合の配分を描写するために，各経済主体がどれだけのレ
ジャー（＝非労働時間）を持っているかを示すのが便利である。各家計の労働の総賦存量を基準
化して１とおけば，経済主体 i の消費ベクトルは (xi, 1 − qi) というかたちとなる。このとき，公
平は，経済主体の選好が与えられ，パレート効率的な配分の集合が決定されれば，既に用いた技
法を使い，次のように規定できる。すなわち，配分 (x, 1 − q) は，すべての i と j について (xi, 1 − 
qi) ≳ i (xj, 1 − qj) であれば，公平である。
⑺　ローレンツ曲線とは，人口の各割合に対し，そのグループが総所得のどれだけの比率を占める








　　　G (y) = 1/2n2mΣi, j = 1, 2, ・・・ n | yi − yj |
　によって定義される。詳しい計算式は省略するが，絶対平等線とローレンツ曲線に囲まれた部分
の面積を S (y) とすれと，それは丁度，「直角二等辺三角形の面積－ローレンツ曲線の下側の面積
（積分も可）」に等しいので，S (y) = 1/2G (y) になり，ジニ係数がローレンツ優越を判断する具体
的な基準になることがわかる。
⑻　アトキンソンの定理は以下の通り。二つの所得分布 y，y′が，y ≽ y′，かつ Σi = 1 yi = Σi = 1 y′i を満
たすと仮定する。このとき，効用関数 uが厳密な凹関数ならば，WB (y) > WB (y′) が成り立つ。ま
た逆に，WB (y) > WB (y′) ならば y ≽ Ly′である。ここで任意の所得分布 yに対して y※ = (ye, ye, ・・・ 
ye) としたとき，nm (ye) = Σinu (yi) が成り立つならば，ye を均等分配等価所得という。このとき，
不平等を測るアトキンソン測度は，a (y) = 1 − ye/mによって定義される。これをもっと一般化し
たものがセンの測度である。社会厚生関数W (y) を所得 yの増加関数とし，かつ均等分配等価所
得を y͡e をW (y͡e) = W (y) によって定義すると，センの測度 sは，s (y) = 1 − y͡e/mというかたちで与
えられる。また，このとき，y͡e = m (1 − s (y)) より，社会厚生関数をW (y) = F (m (1 − s (y))) と定義す
ると，F は単調増加関数となり，これに依れば，センの不平等測度と整合的な社会厚生関数を考
えることができる。これは，ジニ係数G (y) を含め任意の不平等測度 I (y) でも成立し，y = F (m, I 
(y)) を満たす関数 Fで，mに関して単調増加，I (y) に関して単調減少になるものさえ存在すれば，
成立条件は満たされる。センの一般化は一歩前進ではあったが，逆に社会厚生の選択に関し，大
きな自由度を与え，その特定の手続きに新たな問題を生むことになった。















　　　W (・) = 1/2l {Ui (・) + Uj (・)} + 1/2 (1 − l) {−⏐Ui (・) − Uj (・)}
　で表現される。ここでは２人の効用格差の絶対値の平均が大きいほど，公平値が小さくなる。第
二は，積和型であり，
　　　W (・) = 1/2l {Ui (・) + Uj (・)} + (1 − l) {Ui (・)・Uj (・)}
　で表現される評価手法である。ここでは，２人の効用を掛け合わせた値が大きいほど，公平値は
大きくなる。そして第三は，格差型であり，
　　　W (・) = 1/2l {Ui (・) + Uj (・)} + (1 − l) min {Ui (・)・Uj (・)}
　で表現される。ここではもっとも効用値の低い人の効用積が大きいほど公平値は大きくなる。こ
れは，一部，ロールズの分配的正義の概念を用いている点に特徴がある。
⑾　社会厚生関数は，一般的には，W = 1/g∑Ui gで表現される。ここでは，g = 1 ならば，ベンサム
型になる。また，g < 1 ならば，gの値が小さくなればなるほど，社会厚生関数の曲率がきつくな
り，g = − ∞でロールズ型になり，曲線は45度線上で直角に交わる垂直線近似となる。実際に社
会厚生関数で用いられる場合には，g = −30で計算されている。また，効用関数が完全な基数性と
完全な個人間比較可能性を持つと仮定したうえで，社会厚生関数をW (U) = {∑ai (Ui) r}1/rで表現
する場合もある。ただし，ai (i = 1, 2, ・・・n) は個人 i の社会的ウェイトを示すパラメータ，rは社
会厚生関数の形状を定めるパラメータである。ここですべての個人に等しいパラメータ (ai = 1)
が与えられると，rの値の特定化に応じて，上の式は，WB (U) = ∑Ui（r = 1 のときベンサム型），
WN (U) = × Ui（r → 0 のときナッシュ型），WR (U) = min Ui（r → − ∞のときロールズ型）となる。
⑿　社会には不確実があり，標本空間は Ω = {a, b}，オッズは 1：1 であると仮定しよう。ここで消
費者A, B は自分の効用関数をよくわからず，効用は状態（state）によって決定されるものとす


















⒁　選好の連続性とは，任意のプロスペクトL ∈ ℒに対して，L∼ [c1, c2; p, 1 − p] を満たす実数 p (0 
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≦ p ≦ 1) が存在することを，また選好の無差別性とは，意思決定者がプロスペクトに関して無
差別であるならば，それが割り当てられる偶然性は気にとめないことを意味する。そこでは任意
のプロスペクトL1, L2 ∈ ℒと任意の実数 p (0 ≦ p ≦ 1) に対して，L1∼ L2 ⇒ (L1∼ [L1, L2; p, 1 − p]
が成立する。さらに，選好の独立性とは，任意の３つのプロスペクトL1, L2, L3 ∈ ℒに対して，（1）
L1 ≻ L2 ⇒ ([L1, L3; p, 1 − p] ≻ [L2, L3; p, 1 − p])，（2）L1∼ L2 ⇒ ([L1, L3; p, 1 − p] ∼ [L2, L3; p, 1 − p])
が成立することを意味する。そして，選好の単調性とは，任意の２つのプロスペクトL1, L2 ∈ ℒ
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